
ｉ-Constructionについて

北陸地方整備局 企画部

令和３年度 後期

Ｒ３（後期）生産性向上等説明会資料

※本資料は、国土交通省本省及び北陸地方整備局が作成した資料等により構成されています。
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ＩＣＴ施工の基礎知識
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従来施工とＩＣＴ施工の比較（建設機械自動制御）

TSやGNSSを用いて、排土板の位置・標高をリアルタイムに取得し、３次元データとの差分に基づ

き、建設機械（排土板など）を制御するシステム。

※主な導入効果

①施工効率の向上、仕上げ面の平坦性 ②検測作業の省力化、丁張り設置省略 ③熟練オペ
レータ不足対応。

ＩＣＴ施工

北陸地方整備局
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ＩＣＴ施工に必要な測位技術

「GPS」と「GNSS」

・人工衛星を用いて３次元の位置と時間(x,y,z,t)を計測するシステム

・GPSは米軍が開発し、民生用に利用されている衛星測位システム

・GPS(米国)の他、ロシアのGLONASS、欧州等のGALILEO等も含む、人工衛

星を利用した測位システムの総称がGNSS

GNSS: Global Navigation  Satellite System

GPS: Global Positioning System

北陸地方整備局
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準天頂衛星みちびき 2018年度よりオープンサービス開始

・GPSと互換があるため、衛星捕捉環境（４基以上）が改善される

・GPSに準拠した信号（ L1、L2、L5）に加え高精度の「L6」信号を放送予定

・5機以上の衛星捕捉で、移動体で水平誤差12cm以下、垂直誤差24cm以下の精度

・補正情報の取得が不要（RTK方式：基地局、VRS方式：電子基準点等から補正情報取得）

北陸地方整備局

初号機

ブロックIQ ブロックIIQ ブロック

IIG

準天頂軌道 準天頂軌道 静止軌道

1機 2機 1機

L1C/A ◎ ◎ ◎ 衛星測位サービス

L1C ◎ ◎ ◎ 衛星測位サービス

サブメータ級

測位補強サービス

災害・危機管理通報

サービス

◎

2020年頃

から配信

予定

L2C ◎ ◎ ◎ 衛星測位サービス
1227.60M

Hz

L5 ◎ ◎ ◎ 衛星測位サービス

L5S - ◎ ◎ 測位技術実証サービス

センチメータ級

測位補強サービス

Sバンド - - ◎ 衛星安否確認サービス 2GHz帯

- - SBAS配信サービス

1176.45M
Hz

L6 ◎ ◎ ◎
1278.75M

Hz

信号名称

2～4号機

配信サービス
中心周波

数

1575.42M
HzL1S ◎ ◎ ◎

L1Sb
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ＩＣＴ施工に必要な測位技術

TS GNSS

〈特 徴〉

・精密な測位

・制御情報の伝達

・測量機器として活用

・有効半径の制限

・１対１制御

・天候による使用制限

〈特 徴〉

・単独での測位

・複数機器での運用

・現場間のデータ共有

・測量精度の限界

・衛星状態による制限

・外国衛星頼み

・基地局の設置必要

TS GNSS

〈特 徴〉

・精密な測位

・制御情報の伝達

・測量機器として活用

・有効半径の制限

・１対１制御

・天候による使用制限

〈特 徴〉

・単独での測位

・複数機器での運用

・現場間のデータ共有

・測量精度の限界

・衛星状態による制限

・外国衛星頼み

・基地局の設置必要

北陸地方整備局
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【３次元起工測量】
現地盤形状を取得する

空中写真測量
（UAV)

〇連続写真から、対応点を探索
〇既知点座標を入力し3次元図化

レーザスキャナ

３次元図化

直接計測

連続写真

ソフトによる点群復元

3次元座標をもった点データへ

ドローン

• 英語：Unmanned Aerial Vehicle ／ Drone

• 日本語：無人航空機 ／ ドローン

→ 自律制御や遠隔操作により飛行することができる。デジタルカメラを
搭載することで、空中写真測量に必要な写真の撮影ができる。

• 空中写真測量
→ 航空機などを用いて上空から撮影された連続する空中写真を用いて、

対象範囲のステレオモデルの作成や地上の測地座標への変換等を行い、

地形や地物の３次元の座標値を取得すること。

撮影方向

ＵＡＶ（無人航空機）

カメラ

●高密度・広範囲に、
短時間で撮影することが
可能。
点群データ化の処理には

データ処理時間が必要

ＵＡＶとは？

• 英語：Terrestrial Laser Range Scanner / 3D scanner

• 日本語：地上型レーザスキャナ / 測域センサ

• 計測対象に触れることなく地形や構造物の三次元データを取得可能なノン
プリズムの計測機器。
（デジタルカメラの各画素に対して、XYZ座標が得られる）

• トータルステーションと同様に、光波測距儀と測角器械を用いて、距離と
角度を計測する。

• TSとの最大の違いは、計測周期であり、１秒間に数千～数十万点の情報を
取得することが可能。計測距離は100ｍ～1000ｍ以上まで多様。

●面的な点群データを、
高密度・広範囲に、
短時間で取得する。

ＴＬＳとは？

測量技術

ナローマルチビーム
・マルチビーム（multi beam）とは、ナロー（細か
い）マルチ（複数の）ビームによる測深が名前の由
来で、ナローマルチビーム測深のこと。

・従来のシングルビーム測深（１素子）が海底を送
受波器直下の水深情報を線で計測しているのに対し
て、ナローマルチビーム測深は面的に詳細な海底地
形を計測するもの。

ナローマルチビームとは？

北陸地方整備局
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• ３次元設計データの構成要素
→ 平面線形、縦断線形・横断面形状を構成要素と

し、面的な補完計算を行ったもの。

• ＴＩＮデータ
→ ＴＩＮ（不等三角網）とは、

triangulated irregular networkの略。

地形や出来形形状などの表面形状を、３次元

表示する、最も一般的 なデジタルデータ構造。

• 出来形管理図（ヒートマップ）
→ ３次元設計データと出来形計測データを用い

て、各ポイントの標高較差（垂直離れ）を表

した分布図。

• 計測点群データ
→ ３次元物体を、点の集合体で表したもの。

（拡大すると、デジタルカメラの画像のように

「点」になる）
→ 計測で得られた、 ３次元座標値で地形や地物を

示す点群データ。データ処理（不要な点の削

除・点密度調整など）前のデータ。

ＣＳＶやＬａｎｄＸＭＬなどで出力される。

設計技術（３次元データの種類 ）
北陸地方整備局
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■GNSS受信
機

■GNSS ｱﾝﾃﾅ

コントロールボックスモニタ画
面

【MC・MGバックホウ】

■ﾁﾙﾄ(傾き)ｾﾝｻ バケット刃先位置測定
ｶｳﾝﾀｰｳｪｲﾄ上GNSS、4つのチルトセンサからバケット刃先
の位置・傾きを算出して、バケット刃先位置を計測。

基地局

ライトバー
目標面に対するバケット
刃先位置を色でナビゲー
ト。
画面左側に大きく表示さ
れ、
レバー操作しながら確認
でき効率良く作業が可能。

アイコン操作
階層の深いメニュー操作でなく、

よく使うメニューをアイコン表示
し、直感的な操作が可能。

マッピング表示
GNSSアンテナと
車両センサを用いて、
バケット軌跡で
仕上り面をモニタで
確認が可能。

正対コンパス
目視では合わせにくい目標面に
対するバケット刃先の正対度を、
矢印の向きと色でナビゲート。
正対させるのが簡単で法面施
工で特に威力を発揮。

サウンドガイダンス
目標面に対するバケット刃先位
置を音でナビゲート。
刃先を注視する作業などライト
バーを見ることができない状況

で有効。

イメージし易い
3D表示
車体、設計面とも実写に近い
3Dで表示可能。

■モニタ ■ｺﾝﾄﾛｰﾗ

MC・MGとは？

作業機の位置を計測し
システムが油圧を制御し

作業機を自動でコントロール

ＭＣ： マシンコントロール
Ｍａｃｈｉｎｅ Ｃｏｎｔｒｏｌ

作業機の位置を計測し
表示・誘導するシステム

（オペレータの操作をサポート）

ＭＧ： マシンガイダンス
Ｍａｃｈｉｎｅ Ｇｕｉｄａｎｃｅ

フルオート マニュアル

マシンガイダンス（ＭＧ）概要

作業機位置算出

設計データ比較

差分を上下表示

ショベル刃
方向表示

測位開始

GNSS受信

バケット操作
（手動）

マシンガイダンス機能は、ＧＮＳＳにより車両位
置・方向を測位し、各種センサにより刃先の位置を
測位して、設計データとの差分をモニタに表示する。

オペレータはモニタの
設計面と刃先の位置を
確認しながら操作する。

マシンコントロール（ＭＣ）概要

GNSS アンテナ
GNSS（GPS・GLONASS）から
の信号を受信する
アンテナ

GNSS 受信機

GNSS受信機はGNSS（GPS・
GLONASS）からの信号を処理して、
リアルタイムに車体（アンテナ）の
位置を検出する。

コントロールボックス

マシンコントロール用の大画
面モニタ、タッチスクリーン

操作になっている。

ICTセンサコントローラ
ストロークセンサ付きシリンダ
とIMU（慣性）センサからの信
号を演算用に加工し、バケッ
ト刃先の位置を作業機コント
ローラに伝達する。

作業機コントローラ
刃先の現在位置・設計面から
必要な動作量を制御する。
後述の自動整地アシスト、 自
動停止を制御する。

ＩＣＴ建設機械

３D-MGバックホウを活用
した受注者の感想

水中部など、目視が困難な箇所で
有効な技術。また、機械の施工精度
も高い。

モニタに合わせて施工するため、オ
ペレータの技量に左右されない。効
率もアップした。

北陸地方整備局
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【ＭＣ・ＭＧブルドーザ】

ＭＣブルドーザ
オペレータは、車両の前後左右の操作のみを行い、
ブレードは自動で設計面に合わせて上下する。

ＭＧブルドーザ
オペレータは、モニタに映し出される設
計データと現地データとの差分を確認
して操作を行う。設計面を削ろうとする
と車体及びブレードの動作に制限がか
かる。

ＭＣ（ブルドーザー）

【ＴＳ・ＧＮＳＳによる締固め管理】
ＴＳ・ＧＮＳＳを用いた締固め管理技術の構成例

固定局（基地
局）

位置情
報

移動局（締固め機）

（RTK－GNSSを用いた場合の構成例）

締固め回数

１回

締固め回数

１回

２回

移動と共に通過範囲のメッシュが通過回数別に変わる

角度セン
サ

コントロールボックス

およびディスプレイ

GNSS (移動局)
(ﾌﾞﾚｰﾄﾞの位置、向き）

油圧バルブ

ＴＳ仕様の場

合は 自動追尾

型ＴＳ

ＴＳ仕様の場合

は 全方位プリ

ズム

無線機

ブルドーザーの場合の構成例

コントロールボックス

ホイールローダの場合の構成例

※ TS（トータルステーション） は測量機器の一
つで、 距離を測る光波測距儀と、角度を測るセオ
ドライトとを組み合わせたものであり、従来は
別々に測量されていた距離と角度を同時に観測で
きる。
※ GNSS（全地球航法衛星システム）"Global 
Navigation Satellite System"(GNSS) 。国土地理
院が定める公共測量に係る作業規程の準則におい
て、従来の「GPS測量」の用語に代えて、2011
年4月からは「GNSS測量」の用語を使用するよう
に改訂された

ＩＣＴ建設機械
北陸地方整備局
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i-Construction

～建設現場の生産性向上～
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i-Construction ～建設現場の生産性向上～

ＩＣＴの全面的な活用（ＩＣＴ土工）
全体最適の導入

（コンクリート工の規格の標準化等）
施工時期の平準化

・閑散期に工事が動くように平準化

・資機材・人材の効率的な活用
・労働環境の改善

非効率な現場毎の一品設計・生産

全体の最適化を目指し規格を標準化
・部材の工場製作

３次元ﾃﾞｰﾀ化による効率化

◆求める先の目的 ① 経営環境の改善
② 賃金水準の向上

③ 安定した休暇の取得
④ 安全な現場

測量 設計 施工

検査管理

ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ トップランナー施策
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対象数 実施数 対象数 実施数 対象数 実施数 調整中

H30年1月～12 R1年1月～12 R2年1月～12月

施工者希望Ⅱ型
施工者希望Ⅰ型
発注者指定型

ＩＣＴ活用工事（土工）の状況

【地整全体】Ｒ２年ＩＣＴ土工実施状況（R3年6月末）

（件）

【参考】自治体のＩＣＴ土工実施状況（Ｒ3年3月末時点）

（件） （件）

（件）

【新潟県】ＩＣＴ土工実施状況 【富山県】ＩＣＴ土工実施状況

【石川県】ＩＣＴ土工実施状況

• 北陸地方整備局のＩＣＴ土工の実施状況は年々拡大し、Ｒ２年も拡大傾向。実施率はＨ30年の約6割に対してR1年は
約7割、R2年は7割以上の工事で活用。（R3年6月末時点）。

• 自治体においてもH29年度39件からH30年度70件に増加し、R1年度103件（河川浚渫工含む）でさらに増加。
• 北陸地方整備局管内の新潟、富山、石川の３県では概ね定着しているが、その他の地域への普及拡大が課題。

（件） 【管内その他】ＩＣＴ土工実施状況

203
171

219

150

98

150

69%

57%

【北陸各県】Ｒ２年ＩＣＴ土工実施状況（R3年6月末）

74%

※調整中：ICT実施の意向を確認中の工事数

67 45
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対象 実施 対象 実施 対象 実施 調整中

H30年1月～12月 R1年1月～12月 R2年1月～12月
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対象 実施 対象 実施 対象 実施 調整中
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32 23 37 28
34
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対象 実施 対象 実施 対象 実施 調整中

H30年1月～12月 R1年1月～12月 R2年1月～12月

41

13 26 17
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対象 実施 対象 実施 対象 実施 調整中

H30年1月～12月 R1年1月～12月 R2年1月～12月

H29
年度

H30
年度

R1年度
計

土工
河川浚渫

工

新潟県 19 26 38 2 85

富山県 2 10 12 0 24

石川県 15 33 44 4 96

新潟市 3 1 3 0 7

合計 39 70 97 6 212
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【施工者希望Ⅱ型】
（１）総合評価の対象としない

《ＩＣＴ活用工事を実施する場合》
（２）工事成績で加点評価する（２点）
（３）必要経費は変更計上する
《ＩＣＴ簡易型活用工事を実施する場合》
（２）工事成績で加点評価する（１点）
（３）必要経費は変更計上する

ＩＣＴ土工の対象工種種別を含む一般土木工事、ｱｽﾌｧﾙﾄ舗装工事、ｾﾝﾒﾝﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装工事、法面処理工事、維持修
繕工事で、従来施工において土工の土木工事施工管理基準（出来形管理基準及び規格値）を適用している工事

【対象工種】 河川土工、海岸土工、砂防土工、道路土工の掘削工、盛土工、路体盛土工、路床盛土工、法面整形工

Yes

Yes

No

【発注者指定型】

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】
《ＩＣＴ活用工事を実施する場合》
（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

No

「ＩＣＴ活用工事」
次の①～⑤の全ての段階でICT施工

技術を活用する工事をＩＣＴ活用工事と
する。※注１

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理等の施工管理
⑤ ３次元データの納品

※注１
起工測量、出来管理にあたっては現場条件により面的計測が非効率となる場合は、管理断面及び変化点の計測による測量が選択出来る。
砂防工事など施工現場の環境条件により③ICT建機による施工が困難となる場合は、従来建機による施工を実施してもよい。

土工量
5,000m3以上

「簡易型ＩＣＴ活用工事」

ＩＣＴ活用工事の①～⑤のうち、①、③
については受注者の希望により実施を
選択し、②、④及び⑤を必須として実施
した工事を簡易型ＩＣＴ活用工事とする。

Yes

掘削工10,000m3
盛土工 8,000m3

予定価格が

３億円以上または
土工量10,000m3以上
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ＩＣＴ活用工事（土工）の実施方針【Ｒ３発注方式】
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対象数 実施数 対象数 実施数 対象数 実施数 調整中

H30年1月～12月 R1年1月～12月 Ｒ2年1月～12月

※舗装修繕工含む

施工者希望Ⅱ型

施工者希望Ⅰ型

発注者指定型

【参考】自治体のＩＣＴ舗装実施状況（R2年12月末時点）

ＩＣＴ活用工事の状況【舗装工・河川浚渫工・チャレンジ砂防プロジェクト】

地整全体実施状況（R3年6月末時点）

• 北陸地方整備局のＩＣＴ舗装工の実施数はH30年の7件に対して、R1年は9件、R2年は10件でほぼ横ばい（R3年6月末時
点）。自治体においてはH29年度の5件からH30年度は11件に増加し、R1年度も11件で横ばい。

• ＩＣＴ河川浚渫工はこれまで全ての対象工事で実施（H30年1件、R1年5件、R2年4件）。
• 北陸独自の「チャレンジ砂防プロジェクト（ＩＣＴ砂防・ほくりく）」はR1年20件、R2年22件でほぼ横ばい。

ICT舗装工 ICT河川浚渫工

ﾁｬﾚﾝｼﾞ砂防ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ（ICT砂防・ほくりく）

地整全体実施状況（R3年6月末時点）

地整全体実施状況（R3年6月末時点）

工種 工事数 Ｈ30年
1月～12月

Ｈ31年1月～
Ｒ1年12月

R2年
1月～12月

ICT河川浚渫工
(H30年度～）

対象数 1 ５ 4

実施数 １ ５ ４

調整中 － － －

工種 工事数 Ｈ31年1月～
Ｒ1年12月

R2年
1月～12月

ICT砂防・ほくりく
（H31年～）

対象数 55 63

実施数 20 22

調整中 － －

4

9 10

21
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H29年度 H30年度 R1年度 計
新潟県 1 6 0 7

富山県 0 2 3 5

石川県 4 2 7 13

新潟市 0 1 1 2

合計 5 11 11 27

22

7

※調整中：ICT実施の意向を確認中の工事数

45%43%
47%
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【施工者希望Ⅱ型】
《①～⑤を全面活用する場合》

（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

「アスファルト舗装工事」「コンクリート舗装工事」または、「一般土木工事」のうち、対象工種種別を含む工事

入札公告時に「ICT活用工事」に設定

※舗装（路盤工含む）面積3,000m2以上

予定価格が
３億円以上

又は
ＡＳ舗装
ランクＡ

Yes

Yes

No

【発注者指定型】
（１）総合評価の対象としない
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は当初設計で計上

【施工者希望Ⅰ型】
《①～⑤を全面活用する場

合》
（１）総合評価で加点評価する
（２）工事成績で加点評価する
（３）必要経費は変更計上する

「ICT活用工事」
建設生産プロセスの全ての段階

においてICT施工技術を全面的に
活用する工事

① ３次元起工測量
② ３次元設計データ作成
③ ICT建機による施工
④ ３次元出来形管理
⑤ ３次元データの電子納品
※前工事がＩＣＴ土工等で、３次元測量デ
ータを貸与した場合、①は省略可能。

○ 対象工種（工事区分）は、舗装工（舗装、水門）、付帯道路工（築堤・護岸、堤防・護岸、砂防堰堤）
○ 対象種別は、アスファルト舗装工、コンクリート舗装工、半たわみ性舗装工、排水性舗装工、グースアスファルト舗装工
○ 対象種別において、従来より出来形管理基準及び規格値（従来基準）により施工していた工事

路盤工
5,000m2

以上

No

注１ 数値はＩＣＴ建機（ＭＣモータグレーダ等）により路盤工の施工が可能な面積であり、路盤工を含まない舗装、急速施工で行う舗装打換え、
小型ＢＨ・人力施工、歩道舗装は対象面積に含まないものとする。

注２ 起工測量・出来形管理については、標準的に面管理（ＴＬＳ測量）とするが、施工現場の環境条件により面的な計測のほか、管理断面及び
変化点による測量（ＴＳ測量）を選択してもＩＣＴ活用工事とする。

注1

Yes

No

施工箇所が
現道交通（乗り入れ含む）

の影響を受けない

注1
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ＩＣＴ活用工事（舗装工）の実施方針【Ｒ３発注方式】



チャレンジ砂防プロジェクト

導入促進ＷＧ 技術開発ＷＧ BIM/CIM活用ＷＧUAV活用ＷＧ

砂防工事における
i-Constructionを導入促

進するための各種施策
に関する検討を行う。

具体的な現地フィールド
を設定して、現場環境や
施工条件等に応じた砂
防ＣＩＭガイドラインを検
討する。

砂防ICTの実現にあ

たって、より生産性を向
上させるための建設機
械（ソフト含む）、アタッチ
メント等の技術開発を検
討する。

無人化施工技術の高
度化を検討する。

砂防設備の点検等に
おいてUAVの全面的な活

用に資する技術指針等
の検討及び砂防設備の
長寿命化におけるUAVの
活用について検討する。

○河川工事課
技術管理課

【
目
標
等
】

【
担
当
】

○河川計画課
河川工事課
技術管理課

○施工企画課
北陸技術事務所

河川工事課

○北陸技術事務所
河川工事課
河川計画課

企画部 技術調整管理官、技術管理課、施工企画課
河川部 地域河川調整官、河川計画課、河川工事課
北陸技術事務所

現在、i-Construction施策の柱の一つとして進めているICT土工やUAVの活用などに関しては、現場内

の転石や狭隘な谷地形などの環境下においてマシン･コントロール、マシン･ガイダンス建機の使用等が
困難なことから砂防現場では普及が進んでいない。

一方で管内の砂防工事は、高標高域での現場が多く、作業員にとって厳しい作業環境である上に天
候に左右されやすく、冬期施工が困難なため工程管理等が極めて困難な分野と言える。

これらの実態を踏まえ、砂防現場におけるi-Constructionの導入を加速させることを目的に「チャレンジ
砂防プロジェクト」を立ち上げる。

【プロジェクトチーム】

16

砂防現場におけるi-constructionの推進



チャレンジ砂防プロジェクト ロードマップ

WG H30 H31(2019) 2020 2021 2022

導入促進

技術開発

UAV活用

BIM/CIM
活用

適宜、ガイドライン（案）の見直し

暫定版ガイドラインの試行、ガイドライン（案）の作成

ＩＣＴ技術、無人化施工技術
の現地導入

概ね２年で技術開発等を完了し、２０２２年度から「本格的な砂防ICT」導入を目標とする。

制度設計
等

「ＩＣＴ砂防・ほくりく」の試験導入（「施工」除く） 「本格的な砂防ICT」導入

・ＩＣＴ技術の開発目標設定及び開発、実証実験
・無人化施工技術の高度化技術開発、実証実験

情報収集
等

UAV活用ガイドライン（案）作成

情報収集
等

ＣＩＭ活用事例の収集、暫定版ガイドラインの作成

R2.3
「CIM導入ガイドライン（案）」に「第10編砂防編」追加

R2.3
「UAVによる砂防関係施設点検要領（案）」公表
「砂防設備点検におけるUAV活用の手引き（案）」公表
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導入促進WG

技術開発WG

UAV活用WG

BIM/CIM活用WG

［目標］
○砂防工事におけるi-Constructionを導入促進するため

の各種施策に関する検討を行う。

［目標］
○砂防ICTの実現にあたって、より生産性を向上させるた

めの建設機械（ソフト含む）、アタッチメント等の技術開
発を検討する。

○無人化施工技術の高度化を検討する。

［目標］
○砂防設備の点検等においてUAVの全面的な活用に資

する技術指針等の検討及び砂防設備の長寿命化にお
けるUAVの活用について検討する。

［目標］

○具体的な現地フィールドを設定して、現場環境や施工
条件等に応じた砂防CIMガイドラインを検討する。

［成果］
○砂防分野におけるICT施工の取り組み事例等をとりまと

め紹介
○各事務所で取り組んでいるICT施工現場にて他の工事

現場受注者及び自治体を対象とした講習会を実施

［成果］
○法面整形におけるICT建機（アタッチメント）の開発

○無人化施工における型枠ブロック据付アタッチメントの
開発

○無人化施工における重機の衝突防止システムの開発

［成果］
■本局HP［チャレンジ砂防プロジェクト特設サイト］で公表
○UAVによる砂防関係施設点検要領（案）（令和2年3月）
○砂防設備点検におけるUAV活用の手引き（案）（令和2年

3月）

［成果］
■本省HP［技術調査：BIM/CIM基準要領等（最新版）］で公

表
○CIM導入ガイドライン（案）第10編（令和2年3月）

チャレンジ砂防プロジェクト［各WGの成果（概要）］
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砂防現場におけるi-Constructionの導入を加速させることを目的に「チャレンジ砂防プロジェクト」を立ち上げ、令和元年度に初めての取
り組みとなる「ＩＣＴ砂防体験講習会」を開催
R1年度は5会場、R2年度は4会場において講習会を実施し、延べ242人が参加。
R3年度は、新型コロナ感染症対応の関係で飯豊山系砂防事務所のみＩＣＴ砂防講習会を開催。

講習会内容
＜座学＞
①砂防現場におけるＩＣＴ導入について
②施工現場におけるＩＣＴ活用の取り組み

＜実演＞
③三次元起工測量（UAVによる測量）
④出来形管理（GNSSローバー）
⑤ICT建機による実演

【実演】UAVによる3D測量（飯豊山系）
［R3年度］

【実演】3D測量結果（飯豊山系）
［R3年度］

施工業者の意見
・日々の掘削料が記録され出来形の証明になる。

・ダンプトラックへの土砂の積込了が記録されることから、過積載の防止
にも寄与している。

・測量も従来の人力と比較して作業量が削減され負担が減少している。

【座学】ICT活用の取組（飯豊山系）
［R3年度］

【実演】MCBH操作（飯豊山系）
［R3年度］

開催日 事務所名 参加人数

R1.08.07 立山砂防事務所 38
R1.08.22 金沢河川国道事務所 27
R1.09.09 松本砂防事務所 19

R1.09.13 飯豊山系砂防事務所
阿賀野川河川事務所

26

R1.10.16 神通川水系砂防事務所 36
R2.07.30 松本砂防事務所 18
R2.09.14 神通川水系砂防事務所 33
R2.09.29 立山砂防事務所 20
R2.11.11 湯沢砂防事務所 25
R3.08.19 飯豊山系砂防事務所 30

各WGの成果 ［導入促進WG］
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UAV

瞬時に点群データが得られます

設計面

バケットの刃先が設計面に達すると自動停
止により過堀を防止。



実施事務所：R3 神通川水系砂防事務所

技術開発WGの成果［無人化施工技術の高度化］

20

R3実施結果

事務所では、焼岳の緊急減災対策として計画しているブロック積砂防堰堤の施工技術として、令和元年度から無人化施工技術
の高度化（遠隔操縦機能付きＩＣＴ(MG：ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ＋ＴＳ)建機の活用）について取り組んでいる。

今年度は、昨年度の実証実験（深谷砂防堰堤）で明らかとなった課題について、改良を加え現場での有効性について検証した。
その結果、昨年度に比べわずかに施工効率が向上し、安全性の高さも再確認することができた。

今後も、今年度のデータ等を分析し、更なる改良を加え、安全性、効率性の向上を図っていくこととしている。

【主な改良点】（R2課題への対応）
①ブロックの位置が把握しづらい

→ICT建機に設置するカメラをより全体が見える位置に変更することで、ブ
ロックの位置だけでなく、周辺の現場状況をより把握できる形で誰でも容
易に据付作業を行うことが可能になった

②BHでは3段目までしかブロックを積み上げることができない
→作業ヤードの地盤を盛土することで、7段目のブロックまで無人化ICT施

工による据付が可能となった

◆評価・課題（速報）
・効率性は、R2実証実験では約3～4分/個に対して、R3実証実験では約3分/個であり、わずかではあるが効率性が増した。
・安全性は、R2同様に現地付近での肉眼での確認が不要であるため、安全性は高いままである。
・一方で、天候の影響等により、「通信状況が悪いと全ての作業に影響が出てくる」といった課題も明らかになった。

■現 場：中尾第4号砂防堰堤改築他工事【外ヶ谷地区】
（高山市奥飛騨温泉郷中尾地先）

■工事概要：諸元（H=約6.4m、L=約43m)
大型ブロック（ﾋﾞｰﾊｲﾌﾞ4t他）N=459個

■受 注 者：高田組(株)
■協 力：(株)ヨシカワ

操作室
無人BH

全景モニター
BHキャビンモニター

画像処理・把握装置モニター遠隔コントローラー

MGモニター

操作室内



砂防工事現場は土石流の頻発や崩壊斜面直下で落石の危険を伴うような現場も多く、施工者の安全確保が急務
無人化施工技術とICT施工を融合し、より効率的な無人化施工技術の高度化を開発中
R3年度松本砂防事務所で実施済み

施工事例；長野県小谷村浦川 浦川砂防堰堤上流護岸工工事より

護岸延長：３６ｍ

浦川

無人化施工による護岸工の状況
（遠隔目視操作）

操作員

無人化施工
機械

実施事務所：R2年度 メーカ試験地 R3年度 松本砂防事務所

技術開発WGの成果［無人化施工技術の高度化］

21

R3実施内容

新規開発技術によるブロックの据付作業

マシンコントロールモニタ

【試験施工業者からの意見】
把持装置が厚すぎる（型枠ブロックぎりぎりの寸法）。ある程度の余裕がある方が作
業がし易い。
型枠ブロックを把持する際、ICTマシンと型枠ブロックが正対していないとならないの
で、把持部分を回転できるようにして欲しい（外に出ているコード類を内側に通して
360度回転させて使えれば良いと思う）。
マシンコントロールモニターの表示が分かりにくい。把持装置をどの方向にどの程度
動かせばいいのかが表示されると分かりやすい。

現場における把持姿勢

把持装置とブロックの隙間は
左右各20mm程度

クリアランスにより据付
精度に誤差が生じた



北陸地整では、現地での実証実験等を踏まえ、令和2年3月に砂防関係施設点検
に関するUAVを活用した点検要領（案）をとりまとめた。

○ UAVによる砂防関係施設点検要領（案）
○ 砂防設備点検におけるUAV活用の手引き（案）
※上記、点検要領（案）などは、北陸地整HPにて公開

UAVによる砂防施設点検につ

いては、外業は調査時間の短縮
や点検員の安全性が向上

0

4

8

12

16

20

0 10 20 30 40

点検時間
(hr)

堰堤数（基）

UAV
徒歩
UAV
徒歩

点検時間と点検施設数の関係
（現地実証実験結果）

自動飛行撮影ルート設定による撮影

GPS機能を活用した自動飛行ルートを設定

することにより、自動航行・自動撮影が可能
（ラジコンによる操作でも撮影も可能）

撮影例（本宮砂防堰堤：立山砂防）

UAV活用WGの成果［UAVを活用した砂防施設点検］
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BIM/CIMデータを活用した工事の段階確認

砂防工事において、工事用道路や堰堤打設などの段階において、クレーン等の重機の配置や仮締切の切り
替えなどをBIM/CIMの活用により施工手順を視覚的に確認でき、施工計画作成に活用
完成イメージ図を立体化することで、完成後のイメージを共有

着手前 工事用道路設置 堰堤補強

工事の段階確認

完成イメージ図の立体化

設計事例；秋山鄕（長野県栄村）床固工施設配置計画及び詳細設計より

設計事例；小赤沢地区（長野県栄村）砂防堰堤補強等設計より

BIM/CIM活用WGの成果
［BIM/CIMデータを活用した工事の段階確認への活用事例］
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• R2新工種となったICT地盤改良工（「深層混合処理工」追加）、ICT舗装工（修繕工）の実施率が低く、未実施の理由、
課題について検証し、実施率向上の検討を進める。

ICT法面工

※調整中：ICT実施の意向を確認中の工事数

ICT地盤改良工

※地整全体実施状況（R3年6月末時点）

工種 工事数 R2年
1月～12月

ICT地盤改良工
(R2年度～）

対象数 9

実施数 4

調整中 ２

工種 工事数 R2年
1月～12月

ICT法面工
(R2年度～）

対象数 ２

実施数 １

調整中 ０

工種 工事数 R2年
1月～12月

ICT舗装工
（修繕工）

(R2年度～）

対象数 15

実施数 3

調整中 4

ＩＣＴ活用工事の状況【地盤改良工・法面工・舗装工（修繕工）】
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ICT舗装工（修繕工）

44％ 50％ 20％



平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度
令和４年度

（予定）

北陸地方整備局i-Construction推進に向けたロードマップ

○ICTや３次元データ等を活用し、２０２５（R７）年までに建設現場の生産性２割向上を目指す。

ICT舗装工（平成29年度：アスファルト舗装、平成30年度：コンクリート舗装）

ICT浚渫工（河川）

ICT地盤改良工（令和元年度：浅層・中層混合処理、令和２年度：深層混合処理）

ICT浚渫工（港湾）

ICT法面工（令和元年度：吹付工、令和２年度：吹付法枠工）

ICT付帯構造物設置工

ICT舗装工（修繕工）

ICT基礎工・ブロック据付工 （港湾）

ICT構造物工
（橋梁上部）（基礎工）

ICT構造物工 （橋脚・橋台）

ICT路盤工

ICT海上地盤改良工（床掘工・置換工）

民間等の要望も踏まえ更なる工種拡大
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契

約

数
量
確
認
・
変
更

床
堀
り

杭
頭
処
理

基
礎
材
敷
設
・
転
圧

均
し

C
o
打
設

出
来
形
管
理

出
来
高
管
理

出
来
形
検
査

足
場
・
支
保
設
置

鉄
筋
加
工
・
組
立

型
枠
撤
去

C
o
打
設
･
養

生配
筋
確
認

足
場
・
支
保
撤
去

埋
戻
し

出来形計測の効率化を検討効率化及び緻密化 PC上で寸法計測

型
枠
設
置

橋脚周辺部を含めた
点群データの取得

26

【ICT構造物工（橋脚・橋台）】
・3次元計測技術を用いることで、広範囲に計測が行えるため、計測作業の効率化
・高所での計測作業の省力化による作業の安全性向上
・出来形・出来高を点群等電子データを利用してデスクトップ上で安全・迅速に実施
・R3年度に各地整で試行し、試行結果を踏まえて出来形管理要領としてとりまとめ、R4年度から本格導入する。

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
3次元計測技術を用いた出来形管理要領（橋脚・橋台編）
3次元計測技術を用いた出来形管理の監督・検査要領（橋脚・橋台編）

起
工
測
量
実
施

契
約
図
書
照
査

３
Ｄ
設
計
に
よ
る
発
注

ＩＣＴ構造物工（橋脚・橋台）※フローで囲みがないものは従来手法を想定

〇起工計測にﾚｰｻﾞｽｷｬﾅやUAV等を活用

・広範囲に計測が可能
〇出来形・出来高計測はﾚｰｻﾞｽｷｬﾅ、ノンプリＴＳ等を活用
〇計測データを活用して、デスクトップ上で計測を実施

従来施工
（高所での測量)

TLSで点群測量 PC上で寸法計測
書面を電子化

して検査
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ＩＣＴ活用工種の拡大 ICT構造物工（橋脚・橋台） Ｒ4本格導入



Ｒ２年度中の整備を予定

※従来施工の締固め機械はﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ及びﾀｲﾔﾛｰﾗ

27

【ICT路盤工（加速度応答による密度管理）】

・締固め密度を面的に把握することによる品質の向上
・現場密度試験（砂置換法）の省略による試験・分析作業の効率化
・R3年度に各地整で試行し、試行結果を踏まえて品質管理要領としてとりまとめ、R4年度から本格導入する。

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
加速度応答法を用いた路盤の締固め管理試行要領（案）
加速度応答法を用いた路盤の締固め管理の監督・検査試行要領（案）

ＩＣＴ路盤工（加速度応答による密度管理）

品
質
管
理

契

約

※フローで囲みがないものは従来手法を想定

不
陸
整
正
（
敷
均
し
）

不
陸
整
正
（
締
固
め
）

下
層
路
盤
（
敷
均
し
）

下
層
路
盤
（
締
固
め
）

加
速
度
応
答
に
よ
る

密
度
解
析

上層路盤（繰り返し）

GNSS受信機

加速度応答値のリアルタイム表示

加速度計

GNSSアンテナ
〇振動ローラに取付た加速度計により路盤の密度を計測
〇面的に路盤の密度管理でき品質が向上

（従来施工）
砂置換による密度管理（部分的な管理） （ICT施工）加速度応答値による密度管理（面管理）

Ｒ３年度に試行を実施

・加速度応答法の密度計測精度（路
盤材・現場条件別に検証）

・品質管理規格値（面管理）の検討
・計測効率やコストの確認
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ＩＣＴ活用工種の拡大 ICT路盤工（加速度応答による密度管理）
Ｒ4本格導入



砂防現場におけるi-Constructionの導入を加速させることを目的に「チャレンジ砂防プロジェクト」を立ち上げ、令和元年度に
初めての取り組みとなる「ＩＣＴ砂防体験講習会」を開催

Ｒ２年度は、4事務所において講習会を実施
Ｒ３年度は、３事務所程度（調整中）において講習会を実施予定

令和２～３年度 ＩＣＴ砂防体験講習会

28

発注事務所
現場名

【受注者名】
日時 受講者

松本砂防
浦川第9号砂防堰堤工事

【（株）北野】
令和2年7月30日(木)

13:30～15:00
18名

神通砂防
令和元年度深谷砂防堰堤外工事

【蒲田建設（株）】
令和2年9月9日(水)

13:30～15:00
33名

立山砂防
R2天鳥下流砂防堰堤工事

【辻建設（株）】
令和2年9月24日(木)

13:00～16:00
20名

湯沢砂防
登川流路工第1・2号床固工改築工

事
【（株）種村建設】

令和2年11月11日（水）
10:30～15:00

25名

講習会内容
＜座学＞
①砂防現場におけるＩＣＴ導入について
②施工現場におけるＩＣＴ活用の取り組み

＜実演＞
③三次元起工測量、設計データ作成
④出来形管理
⑤ＩＣＴ建機による実演、シミュレータによる操作体験

【実演】ＩＣＴ建機（神通砂防） 【実演】ＩＣＴ建機遠隔操縦（神通砂防）

開催結果（アンケート結果）
・ICT技術を使用するにあたり、費用対効果や品質確
保等において不安要素を抱いている方が多い

・ＩＣＴ技術未経験者の参加も多くみられた。これに伴
い専門用語を講習会内で教えてほしいとの声もあった。

【座学】ICT活用の取組（湯沢砂防） 【実演】MCバックホウ操作（松本砂防）

北陸ICT戦略推進委員会



実践者クラスは、自治体発注の小規模土工へＩＣＴの普及・拡大を図るため、ＩＣＴ技術の未経験者を対象
新型コロナウイルス感染対策として、リモートでの講義を実施（実技は除く）
Ｒ３年度の実践者クラスは維持修繕工事、自治体工事への普及拡大のため、より定員を増やして11月25～26日に富山防災セ
ンターで開催
Ｒ３年度の入門者クラスは１２月１５日にＷｅｂ方式により開催

令和２～３年度 ＩＣＴ活用講習会（実践者・入門者クラス）

１．開催結果

2DMGミニBH（0.07m3）操作実習
（10/6 東部BL）

29

開催
ブロック

会場 日時 受講者数

東部ＢＬ
コベルコ

建機日本（株）

令和2年
10月6日(火)
10:30～16:00

民間 21名

西部ＢＬ
千代田機電（株）
テクノセンター

令和2年
10月14日(水)
10:30～16:00

民間 14名

・リモート講義は初めての試みだった。声が聞こえづらい等、一部不便
さはあったが大きな問題はなく講義を行うことができた。
・参加者のうち、ICT技術を導入していない社が半数を占めた。
・ICT技術を導入することで生産性向上（省人化）を期待する人が多い

が、不安要素として、機器のリース費用や出来形・品質確保が挙げら
れた。

２．主な講義内容
・ICT活用の概要
・バックホウによる施工について（2DMG、3DMC）
・地上型レーザースキャナ（TLS）、自動追尾TSによる測量
・バックホウ（2DMG、3DMC）による実技 etc…

３．全体をとおして（参加者意見等）

座長による挨拶
（10/6 東部BL）

リモートによる講義
（10/14 西部BL）

1m

2DMGBH（0.25m3）操作実習
（10/14 西部BL）

北陸ICT戦略推進委員会



北陸ICT戦略研究会事務局（北陸地方整備局）において、ＩＣＴ活用工事（ICT吹付法枠工）の現場見学会を開催
Ｒ３年度は新工種であるICT構造物工、ICT路盤工を対象として開催する予定

日 時 会 場 受講者数

令和2年9月24日(木)
13:30～15:30

発注者：新潟国道事務所
新潟県東蒲原郡阿賀町八木山643
R1八木山地区外防災工事
（受注者：株式会社 興和）

31名

令和２～３年度 ＩＣＴ活用工事現場見学会

30

２．主な講義内容

事業、工事概要説明（北陸地整）
ICT吹付法枠工の

施工内容説明（受注者）

１．開催結果

３．全体をとおして（参加者意見等）

３D計測デモ

開会挨拶（北陸地整）

３Ｄデータ作成・利用の説明

・事業および工事概要説明
・ICT吹付法枠工の施工内容説明
・3D計測デモ、法枠モデルを使ったMR技術操作（現場見学）
・3Dデータの作成、利用について（座学）

・現場でICT技術を使用した際に工夫した事例紹介を聞きたいという意
見が多数あった。
・ICT技術を活用するにあたり、費用面に不安を感じている人が多い。
・MR技術（先進技術）を初めて見た人が
多く、現場をイメージしやすかった。
・今後、先進技術を使用した現場見学につい
て開催してほしいとの声が挙がった。

MR（Mixed Reality）：複合現実

現実世界の形状など（現実空間）をデバイスが把握
し、それらにデジタル映像（仮想空間）を重ね合わせ、
リアルタイムで影響しあう新たな空間を構築する技術

北陸ICT戦略推進委員会



ＩＣＴ活用工事の・業務の好事例を報告していただき、今後の施工の参考としてもらうことが目的
ＩＣＴ活用のメリットや施工上での留意点・課題等を報告していただいた
コロナ対策として書面（Ｗｅｂ）開催とし、資料を北陸地方整備局のＨＰに掲載し周知することで報告会とした
Ｒ３年度も同様に書面（Ｗｅｂ）開催とする予定

日 時 会 場 発表者

令和3年3月15日(月)
公開

北陸地方整備局 ホームページ
（http://www.hrr.mlit.go.jp/gijyutu/ict-

committee/houkokukai.html）

国交省直轄工事・業務受注者 １２者
地公体およびその工事・業務受注者 ４者

計 １６者

令和２～３年度 北陸ＩＣＴ活用工事報告会

１．開催結果

２．発表内容

■基本情報

受注者名、発注者名、工事・業務件名、工
期、工事・業務概要、ＩＣＴ工種と施工量

■ＩＣＴ導入の有効性

工数削減・工期短縮などの具体的な数値
や、データ作成の工夫、品質・安全性の向
上、など

■独自の先進性

試行した施工内容、施工の工夫、新規に
導入した技術、など

■留意点・波及性

施工体制の改善や、技術者のスキルアッ
プのための試行、ＩＣＴ施工時の留意点や
課題、今後の工事・業務への影響、など

北陸ICT戦略推進委員会

31



ＩＣＴ施工を普及・拡大していくための課題・意見を抽出し、今後の施策等に生かすことが目的
初めてＩＣＴ施工を実施または新規工種の施工を行った者を対象に取組等を共有する意見交換会を開催
コロナ対策として新潟県外の会社はリモートにて出席
Ｒ３年度は開催予定は無いがＲ４年度以降は必要に応じ開催

日 時 会 場 出席者

令和3年2月16日(火)
13:30～15:30

北陸地方整備局 5階 企画部打合せ室
（新潟県新潟市中央区美咲町1-1-1）

ICT施工業者 ８名
北陸ＩＣＴ戦略研究会 ６名

計 １４名

令和２～３年度 北陸ＩＣＴ活用工事意見交換会

３．主な議題

１．開催結果

４．全体をとおして（出席者意見等）

北陸ＩＣＴ戦略研究会 座長挨拶

・ICT導入の目的 ・ICT導入で苦労した点 ・今後の取組み ・発注者、施策への要望
・ICT導入の留意点 ・ICTを導入する企業へのアドバイス 等

リモートによる出席業者

対面による出席業者

株式会社興和、株式会社北越トラスト、株式会社婦中興業（リモート）、氷見土建工業株式会社（リモート）
工事品質調整官、技術検査官、施工企画課長、施工企画課3名 各2名

①ICT導入の目的
・作業の効率化、安全性の向上
・技術力の向上
・ICT施工の実績をつくるため
②ICT導入で苦労した点
・専門用語や新しい技術（3Dソフト・写真測量等）を学ぶこと
・自然環境により作業工程が大きく左右される
③今後の取組み
・ICT施工に必要な機材やソフト等を購入し、社内教育を進めて内製化の強化
（技術者不足により、引き継ぐ人がいないことが懸念点）
・ICT関連の講習会に参加、各メーカー等から技術のノウハウを学ぶ
④発注者、施策への要望
・新しい技術への移行は非常に良いが、多額の費用が必要となる
・設計段階において3次元データを作成し、工事業者に貸与してほしい
・計測精度が厳しく求められ、厳しい現場環境では計測方法に苦慮する。生産性向上につながらない。

２．出席者

北陸ICT戦略推進委員会
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現場支援型モデル事業（H29-R1)

意見交換会

報告会

新工種
[整備局開催]

ＩＣＴ普及・拡大 講習会・研修等 ロードマップ

H28 H29 H30 R1

講習会

報告会

意見交換会

クラス分け

細分化

・衛星補足困難等の課題がある砂防事業をフォロー

土工 [整備局開催] 各施工ﾌﾟﾛｾｽ別

継続

継続

継続

継続

講習会
(砂防)

・「北陸ICT戦略研究会」構成員として分担し、開催（主催または後援）
・ＩＣＴのすそ野の拡大 ⇒ 「入門者クラス」、「砂防体験講習会」【継続】
・小規模工事への普及拡大 ⇒ 「実践者クラス（小規模土工）」【継続】
・ 受注者のキャリアアップ・ＩＣＴのすそ野拡大 ⇒ 「ICT普及促進型工事」の試行【新規】

見学会

入門者クラス [整備局開催]

実践者クラス

新工種 [整備局開催]

各工種 [各機関開催]

北陸ICT戦略推進委員会

舗装 付帯構造物

経営者クラス

[整備局・各県建協開催]

R２

対象拡大

浚渫（河川）、BIM/CIM舗装、浚渫（河川） 吹付法枠工

対象：トップランナー

新潟市 富山県 長野
県

支 援

[自治体主催研修] 講師派遣 継続

継続

コロナにより
Web上で報告

対象：新規ICT導入社

機会創出

現場の声を施策へ

R３

（効果確認）

構造物工等

ICT砂防体験講習会

小規模土工

[整備局主催]

コロナにより中止

意見交換会にて
聴き取り

継続

自治体支援

自治体支援

新規
ICT普及促進型

工事（試行）
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令和５年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向け、ＩＣＴ活用の普及
拡大を目的に、ＩＣＴ土工の起工測量から納品まで３次元データを活用する一連の技術を、実際のＩＣＴ
活用工事現場をフィールドに実技講習で習得するモデル工事を試行。
モデル工事に配置する技術者（監理技術者、担当技術者等）の少なくとも１人以上はICT未経験者とし、
受注者の企画立案を受け、発注者が最適な講師を選定し、現地講習会を開催。
土工を含むＩＣＴ工種が活用可能な工事が対象。（Ｒ３は北陸地整管内で５工事程度）

34

ＩＣＴ普及促進型工事（試行）について

ＩＣＴ普及促進型工事

受注者

■講習会の企画立案
（ICT未経験の立場から望む内容）

■講習会フィールド・素材の提供
■会場設営（講習会の準備～片付け）

発注者（北陸地整）

■講師選定
（受注者企画の講習会内容に対応可能な講師）

■自治体、建設・測量会社等への開催周知
■講習会の進行

元請業者・下請業者

連携・調整

講習会の開催（工事現場をフィールド）

講 師

建設業者、測量業者、コンサル
タント業者、ＩＣＴ建機メーカ
※講師は、発注者が関係業団体に
相談、調整のうえ選定

工事等業者（ＩＣＴ未経験）

建設業者、測量業者、
コンサルタント業者など

県・市町村、
他事務所職員など

自治体職員等

受講者
受注者 発注者

講習会開催時期（各段階）

①３次元起工測量

②３次元設計

③ＩＣＴ施工

④３次元出来形管理、⑤３次元納品

ＩＣＴ活用工事の指導
（受注者の要望に応じて対応）

※工事進捗、現場状況により、まとめて開催可

※配置技術者（監理技術者、担当技術者等）の少なくとも
１人以上はＩＣＴ未経験



ＩＣＴ関連表彰等制度の枠組みの見直し

ＩＣＴ活用工事のさらなる推進と先進的な取り組みによりｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎを推進
させる制度を創設

建設現場・委託業務において魅力ある現場に変えていくために、革新的技術の活用等により生産性向上を図るｉ-Ｃｏｎｓｔ
ｒｕｃｔｉｏｎ、BIM/CIM等の取組について先進的な技術の拡大を推進することを目的とし、優れた取り組みを行った企業を
局長が表彰する。

令和５年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向け、３次元データを扱う技術者育成を目
的に、ICT活用工事現場で受注者自らが自社職員（下請企業含む）を対象にICTスキルアップの講習会を開催した企業を
「ICT人材育成推進企業」に認定する制度。

ＩＣＴ人材育成推進企業認定（試行）

生産性向上技術活用表彰

生産性向上技術活用表彰

ＩＣＴ人材育成推進企業認定

ＩＣＴ活用工事成績優秀企業認定
（Ｒ５年度で廃止）

Ｒ４年度より認定（R3完成工事が対象）

Ｒ５年度で廃止（R3完成工事をR4認定をもって廃止）

Ｒ４年度より表彰（R3完成工事が対象）

高

低

技
術
力
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生産性向上技術活用表彰 ～先進的な技術の活用によりｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎを推進～

表彰の目的

表彰対象

○当該年度に完成した北陸地方整備局発注の工事・委託業務
※効果が確認できるものであれば、施工中のものも可とする。

○建設現場の生産性・技術の向上に寄与する新技術の活用、既存
技術の新たな活用分野の開拓などで一定の効果が得られたものか
ら次に掲げる分野について有効性、先進性、独自性、波及性の観
点から斟酌する。

・3次元測量・設計
・ICTの活用
・BIM/CIMの活用
・プレキャスト製品の活用
・新技術の活用
・工事書類の簡素化
・遠隔臨場
・品質向上の取組
・i-Constructionに係る人材育成、講習会の実施
・安全に関する技術の活用
・その他

※i-Construction はICT、BIM/CIMの活用だけではなく、技術の新た
な活用分野の開拓など生産性向上に係る取組全般を対象。

建設現場・委託業務において魅力ある現場に変えていくために、革新的技術の活用等により生産性向上を図るｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ、BIM/CIM
等の取組について先進的な技術の拡大を推進することを目的とし、優れた取り組みを行った企業を局長が表彰する。

○当該年度に完成した工事・委託業務のうち３件程度を選定する。

表彰除外

【工事】
○配点は優良工事表彰と同等に評価。
【委託業務】
○配点は優良委託業務表彰と同等に評価。

○原則として７月中に実施する。

○建設業法による営業停止を受けた場合、又は北陸地方整備局
長から指名停止若しくは文書注意の措置を受けた会社は除外する。
また、重大（死亡等）事故発災後、措置が決定していない工事を有
する会社も除外する。
なお、ＪＶ構成員のいずれかが上記に該当する場合も除外する。

○生産性向上技術活用表彰の受賞者から「ｉ-Ｃｏｎｓｔｒｕｃ
ｔｉｏｎ大賞」に推薦する。

表彰件数

表彰時期

総合評価のインセンティブ（案）

その他

有効性：明確（定量的）な成果が確認できるか
先進性：取組が先進的であるか
独自性：自社開発など他にない取組であるか （必須ではない）
波及性：他団体等への波及が期待できる取組か

【参考】
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従来の『ICT活用工事成績優秀企業認定』は、ICT活用工事トップランナーを育成するための制度であり、今回新たに
『ＩＣＴ人材育成推進企業認定』を創設し、ICT技術者育成に貢献した企業を評価する仕組みに移行。
令和５年度までの小規模を除く全ての公共工事におけるBIM/CIM原則適用に向け、３次元データを扱う技術者育成
を図るため、ICT活用工事現場で受注者自らが自社職員（下請企業含む）を対象にICT技術の向上を目的とした講習
会を開催した企業のうち選定委員会においてその内容が認められた企業を「ICT人材育成推進企業」に認定する。
認定企業はインセンティブとして総合評価加点対象とすることを検討。
なお令和５年度に『ICT活用工事成績優秀企業認定』から本認定制度への切り替えを予定。

ＩＣＴ人材育成推進企業認定の試行～ICTの活用拡大に向け、人材育成推進企業を認定～

①実施計画書作成

• 講習会の企画運営、
講師依頼、会場設営
など実施

②講習会の開催

講習会実施計画書を
作成し、主任監督員
の確認を得る。
【内容】

・開催日時
・講習内容
・参加予定人数 等

講習会実施報告書を
作成し、主任監督員
の確認を得る
【内容】

・講習会の開催状況
・参加人数 等

③実施状況の報告

ＩＣＴ人材育成
推進企業に認定

■「ICT人材育成推進企業認定」までの流れ

※認定基準（案）
講習会を実施した工事の請負工事成績評定が８０点以上で、以下の条件を満たす講習会を開催。
①自社職員（当該工事における下請企業を含む）を対象に実施。ただし、他企業や発注者側が参加することも可
②概ね４時間の講習会を２回以上開催

（３次元データを扱う各段階で実施。測量・設計などまとめての開催も可。）

認定基準を満たす講
習会であれば、

■表彰対象
・当該年度に完成した北陸地方整備局発注のICT活用工事を対象とし、翌年度に認定する。
・令和３年度は、令和３年４月１日から令和４年３月３１日までに完成した工事を対象、令和４年度に認定。

※令和３年度については、本事務連絡の通知時点で完成済みの工事も認定基準を満たせばICT人材育成推進企業
に認定
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R3.6月末現在【BIM/CIM活用業務】【３次元測量】

【土工の３次元設計】

【BIM/CIM活用工事】

指定 希望

1 Ｒ２信濃川下流測量業務 信濃川下流 ○

2 令和元年度管内道路測量業務 金沢河川国道 ○

3 令和元年度甚之助谷地すべり移動測量その２業務 金沢河川国道 ○

4 令和２年度金沢河川国道管内河川測量業務 金沢河川国道 ○

5 令和２年度白山砂防管内測量業務 金沢河川国道 ○

6 令和２年度海側幹線（今町ー鞍月）空中写真測量業務 金沢河川国道 ○

7 令和２年度飯豊山系砂防事務所管内測量業務 飯豊山系砂防 ○

8 令和２年度飯豊山系砂防事務所管内測量（その２）業務 飯豊山系砂防 ○

8 件

業務件名 事務所名
発注方式

指定 希望

1 朝日温海道路（勝木地区）道路詳細設計その２業務 羽越河川国道 ○

2 国道253号八箇峠道路（野田－余川地区）道路詳細設計業務 長岡国道 ○

3 令和元年度大沢野富山南道路（岩木新地区他）道路詳細設計業務 富山河川国道 ○

4 令和２年度大沢野富山南道路（稲代地区他）道路詳細設計業務 富山河川国道 ○

5 令和２年度大沢野富山南道路（春日地区他）道路詳細設計業務 富山河川国道 ○

6 令和２年度大沢野富山南道路（長川原地区）道路詳細設計業務 富山河川国道 ○

7 令和２年度　利賀ダム工事用道路設計業務 利賀ダム ○

8 令和２年度　利賀ダム工事用道路関連構造物設計業務 利賀ダム ○

9 令和２・３年度　利賀ダム本体実施設計業務 利賀ダム ○

10 令和２年度　利賀ダム貯水池斜面対策実施設計業務（岩渕地区） 利賀ダム ○

業務件名

10 件

事務所名
発注方式

指定 希望

1 新野積橋橋脚その1工事 信濃川河川 ○

2 大河津分水路新第二床固改築Ⅰ期工事 信濃川河川 ○

3 大河津分水路山地部掘削その5工事 信濃川河川 ○

4 大河津分水路山地部掘削その6工事 信濃川河川 ○

5 大河津分水路山地部掘削その7工事 信濃川河川 ○

6 大河津分水路山地部掘削その8工事 信濃川河川 ○

7 大河津分水路山地部掘削その9工事 信濃川河川 ○

8 大河津分水路山地部掘削その10工事 信濃川河川 ○

9 大河津分水路山地部掘削その11工事 信濃川河川 ○

10 大河津分水路山地部掘削その12工事 信濃川河川 ○

11 大河津分水路山地部掘削その13工事 信濃川河川 ○

12 大河津分水路山地部掘削その14工事 信濃川河川 ○

13 大河津分水路山地部掘削その15工事 信濃川河川 ○

14 大河津分水路渡部地区低水路掘削及び護岸その１工事 信濃川河川 ○

15 大河津分水路渡部地区低水路掘削及び護岸その２工事 信濃川河川 ○

16 大河津分水路渡部地区低水路掘削及び護岸その３工事 信濃川河川 ○

17 大河津分水路渡部地区低水路掘削他工事 信濃川河川 ○

18 朝日温海道路11号トンネル工事 羽越河川国道 ○

事務所名
発注方式

工事件名

18 件

指定 希望

1 令和元年度境橋架替詳細設計業務 高田河川国道 ○ 橋梁

2 令和元年度親不知地区道路予備設計業務 高田河川国道 道路

3 朝日温海道路１２号トンネル詳細設計業務 羽越河川国道 ○ トンネル

4 朝日温海道路（碁石地区）橋梁詳細設計 羽越河川国道 ○ 橋梁

5 野積橋撤去他詳細設計業務 信濃川河川 ○ 河川構造物

6 大河津分水路新第二床固段階施工計画検討業務 信濃川河川 ○ 河川構造物

7 国道１７号三俣防災トンネル詳細外設計業務 長岡国道 ○ トンネル

8 国道１７号新浦佐大橋（高架部）詳細設計業務 長岡国道 ○ 橋梁

9 令和元年度国道17号六日町バイパス予備及び詳細設計業務 長岡国道 ○ 道路

10 国道253号八箇峠道路（野田一余川地区）道路詳細設計業務 長岡国道 ○ 道路

11 朝日温海道路大毎跨道橋詳細設計業務 新潟国道 ○ 橋梁

12 令和元年度大沢野富山南道路（岩木新地区他）道路詳細設計業務 富山河川国道 ○ 道路

13 令和元年度大沢野富山南道路（７号橋）橋梁詳細設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

14 令和元年度大沢野富山南道路（８号橋）橋梁詳細設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

15 令和元年度六家立体・大沢野富山南道路橋梁予備設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

16 令和元年度田鶴浜七尾道路　鷹合川橋詳細設計業務 金沢河川国道 ○ 橋梁

17 令和元年度小松バイパス八幡ＩＣ橋外１橋詳細設計業務 金沢河川国道 ○ 橋梁

18 平成３１年度高瀬川左岸トンネル水文地質調査業務 千曲川河川 ○ 地質調査

19 令和２年度　岡木跨道橋詳細設計業務 高田河川国道 ○ 橋梁

20 令和２年度糸魚川東バイパス橋梁予備設計業務 高田河川国道 ○ 橋梁

21 令和２年度糸魚川東バイパス道路予備設計業務 高田河川国道 ○ トンネル

22 朝日温海道路（碁石地区）トンネル設計業務 羽越河川国道 ○ トンネル

23 朝日温海道路（北赤谷川）橋梁詳細設計業務 羽越河川国道 ○ 橋梁

24 朝日温海道路（間ノ内川）橋梁詳細設計業務 羽越河川国道 ○ 橋梁

25 朝日温海道路（大川）橋梁詳細設計業務 羽越河川国道 ○ 橋梁

26 令和２年度大河津分水路改修CIM活用マネジメント業務 信濃川河川 ○ 土工

27 大河津分水路山地部掘削段階施工計画検討業務 信濃川河川 ○ 土工

28 R2信濃川水門耐震照査・設計業務 信濃川下流河川 ○ 河川構造物

29 R2蒲原大堰・西川水門耐震照査・設計業務 信濃川下流河川 ○ 河川構造物

30 渡場床固予備設計業務 阿賀野川河川 ○ 河川構造物

31 令和２年度管内砂防施設設計業務 阿賀野川河川 ○ 砂防

32 国道１７号新浦佐大橋（渡河部）詳細設計業務 長岡国道 ○ 橋梁

33 国道１７号六日町バイパスほくほく線跨線橋予備設計業務 長岡国道 ○ 橋梁

34 国道１７号竹俣跨線橋（渡河部）詳細設計修正業務 長岡国道 ○ 橋梁

35 国道１７号新浦佐大橋ランプ橋詳細設計業務 長岡国道 ○ 橋梁

36 令和２年度国道１７号三俣防災道路詳細外設計業務 長岡国道 ○ 道路

37 国道８号柏崎バイパス道路詳細設計 長岡国道 ○ 道路

38 朝日温海道路　男川橋外２橋詳細設計業務 新潟国道 ○ 橋梁

39 Ｒ１朝日温海道路トンネル詳細設計修正業務 新潟国道 ○ トンネル

40 Ｒ２朝日温海道路２号トンネル詳細設計修正業務 新潟国道 ○ トンネル

41 令和２年度大沢野富山南道路（稲代地区他）道路詳細設計業務 富山河川国道 ○ 土工

42 令和２年度大沢野富山南道路（３号橋他）橋梁詳細設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

43 令和２年度六家立体内島高架橋拡幅詳細設計業 富山河川国道 ○ 橋梁

44 令和２年度六家立体祖父川橋詳細設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

45 令和２年度大沢野富山南道路（春日地区他）道路詳細設計業務 富山河川国道 ○ 土工

46 令和２年度管内橋梁（東部地区）詳細設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

47 令和２年度管内橋梁（東部地区）詳細設計その２業務 富山河川国道 ○ 橋梁

48 令和２年度大沢野富山南道路（長川原地区）道路詳細設計業務 富山河川国道 ○ 道路

49 令和２年度六家立体祖父川 橋ランプ橋詳細設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

50 令和２年度六家立体祖父川・８号間高架橋詳細設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

51 令和２年度六家立体８号跨道橋詳細設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

52 令和２年度大沢野富山南道路（２号橋）橋梁詳細設計業務 富山河川国道 ○ 橋梁

53 令和元年度新湯砂防堰堤設計業務 立山砂防 ○ 砂防

54 令和２年度　利賀ダム工事用道路設計業務 利賀ダム工事 ○ その他

55 令和２年度　利賀ダム工事用道路関連構造物設計業務 利賀ダム工事 ○ トンネル

56 令和２・３年度　利賀ダム本体実施設計業務 利賀ダム工事 ○ ダム

57 令和２年度　利賀ダム貯水池斜面対策実施設計業務（岩渕地区） 利賀ダム工事 ○ 地すべり対策工

58 令和２年度　利賀ダム貯水池斜面対策予備設計業務（押場地区） 利賀ダム工事 ○ 地すべり対策工

59 令和２年度田鶴浜七尾道路笠師川橋詳細設計業務 金沢河川国道 ○ 橋梁

60 令和２年度白山砂防管内（猿壁・別当１号）砂防堰堤補強設計業務 金沢河川国道 ○ 砂防

61 令和2年度高瀬川左岸トンネル空中電磁探査業務 千曲川河川 ○ 地質調査

62 令和２年度千曲川改修・環境整備方針検討業務 千曲川河川 ○ 河川

63 令和2･3年度高瀬川左岸トンネル詳細設計業務 千曲川河川 ○ トンネル

64 令和2年度田鶴浜七尾道路JR七尾線跨線橋詳細設計業務 金沢河川国道 ○ 橋梁

65 令和２年度金沢東環堅田高架橋詳細設計業務 金沢河川国道 ○ 橋梁

66 令和２年度金沢東環森本トンネル（２期）詳細設計業務 金沢河川国道 ○ トンネル

67 令和２年度牛ノ谷道路トンネル予備設計業務 金沢河川国道 ○ トンネル

68 令和元年度青海川橋修正及び撤去設計業務 高田河川国道 ○ 橋梁

69 平成31年度信濃川上流域砂防施設設計業務 松本砂防事務所 ○ 砂防

70 令和元年度管内砂防施設設計業務 松本砂防事務所 ○ 砂防

一部変更指示にて実施

70 件

業務件名 事務所名
発注方式

施設区分

令和２年度 ３Ｄ測量・土工の３Ｄ設計・BIM/CIMの取組状況
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③国道７号 朝日温海道路

①国道８号 糸魚川地区橋梁架替Ⅱ
②国道８号 糸魚川東バイパス

④信濃川 大河津分水路改修

⑤国道１７号 三俣防災

⑥国道１７号 浦佐バイパス

⑧国道４１号 大沢野富山南道路

⑦国道１７号 六日町バイパス

⑨国道８号 六家立体

⑩国道４７０号 田鶴浜七尾道路

⑪大町ダム等再編⑫利賀ダム建設

国土交通省では、令和５年度までに小規模を除く全ての公共事業でＢＩＭ/ＣＩＭを活用する予定。
北陸地方整備局では、構造物予備設計や前工程で作成した３次元データの成果品がある場合は原則ＢＩＭ/ＣＩＭ
を適用。
令和５年度のBIM/CIM全面活用に向けて、次の主要事業（１２事業）については、設計から施工、維持管理まで３
次元データを用いたＢＩＭ/ＣＩＭモデル事業として、『設計者・施工者の経験の場』を創出。（※官庁営繕事業の場合はBIMモデル事業と称す

る）

３次元データ＋時間軸による工程管理イメージの例

⑬金沢広坂合同庁舎(20)空調設備改修工事

No. 事業名 発注機関 現在の実施状況

① 国道８号　糸魚川地区橋梁架替Ⅱ 高田河川国道事務所 詳細設計

② 国道８号　糸魚川東バイパス 高田河川国道事務所 予備設計

③ 一般国道７号　朝日温海道路
羽越河川国道事務所

新潟国道事務所
詳細設計、施工

④ 信濃川　大河津分水路改修 信濃川河川事務所 施工

⑤ 国道１７号　三俣防災 長岡国道事務所 詳細設計

⑥ 国道１７号　浦佐バイパス 長岡国道事務所 詳細設計

⑦ 国道１７号　六日町バイパス 長岡国道事務所 予備・詳細設計

⑧ 国道４１号　大沢野富山南道路 富山河川国道事務所 詳細設計

⑨ 国道８号　六家立体 富山河川国道事務所 詳細設計

⑩ 国道４７０号　田鶴浜七尾道路 金沢河川国道事務所 詳細設計

⑪ 大町ダム等再編 千曲川河川事務所 詳細設計

⑫ 利賀ダム建設 利賀ダム工事事務所 予備・実施設計

No. 工事名 発注機関 現在の実施状況

⑬ 金沢広坂合同庁舎(20)空調設備改修工事 営繕部 施工

（※令和３年４月時点でBIM/CIM活用工事・業務を実施している事業を抽出）

（※令和３年４月時点でBIM活用工事を実施している工事を抽出）

『BIM/CIMを全面活用する主要事業』
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橋梁、トンネル、河川構造物（樋門・
樋管）、ダム等の大規模構造物詳細
設計においてBIM/CIMを原則適用
（発注者指定型）
前工程で作成した３次元データの成果
品がある業務・工事についてBIM/CIM
を原則適用
大規模構造物以外や概略設計、予備
設計においてもBIM/CIMの導入を積極
的に推進

令和２年度 実施方針

大規模構造物予備設計からBIM/CIM
を原則適用
さらに、前工程で作成した３次元データ
の成果品がある業務・工事について
BIM/CIMを原則適用
大規模構造物については、概略設計に
おいてもBIM/CIMの導入を積極的に推
進

令和５年度までに小規模を除く全ての公共工事についてBIM/CIMを活用
BIM/CIMの更なる拡大を図るためには、適用可能な範囲から適用し、発注者が自らBIM/CIM
を活用していくことが必要
建設生産・管理システムの一貫した3次元データの活用を前提に、原則適用範囲を拡大

令和３年度 実施方針

R2 R3 R4 R5

大規模構造物
（全ての詳細設計・工事
で活用）

全ての詳細設計で原則
適用

全ての詳細設計・工事で
原則適用

全ての詳細設計・工事で
原則適用

上記以外
（小規模を除く）

― 一部の詳細設計で適用
全ての詳細設計で原則
適用

全ての詳細設計・工事で
原則適用

令和３年度 BIM/CIM活用の実施方針 対象の拡大
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現況地形モデ
ル（基図）土工モデル 地質・土質モデル

（山地部掘削・法面対策）

構造物モデル（新第二床固）
構造物モデル（新野積橋）

これまでの
測量成果を
CIMモデル
にまとめる

作成したCIMモデル
を各受注者に提供

大河津分水路改修事業で発生する3次元データを組み込み、統合CIMモデルを作成し、常に最新の状態

に保つことで現場の状況の把握、進行中の工事の数量確認、発注用モデルとしての利用、地元説明での
利用等に活用。

i-Construtionモデル事務所の取り組み①
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■３Ｄデータを契約図書とする
工事の試行

入札公告時より３Dデータを契約
図書として提示する工事を試行

■施工管理の高度化

3Dモデルによる施工ステップ、鉄
筋の干渉確認を実施

３Ｄモデルを用い、山地部掘削工
事にて、土量、法面整形等の数量
算出を実施。

■監督検査の合理化

ウェアラブルカメラを活用した遠隔
臨場による段階確認を実施

山地部掘削工事にて新たな協議
形式（MR技術（ホログラフィック））
による協議・検査を試行

■人材育成・啓蒙活動

信濃川河川事務所BIM/CIM
勉強会を開催
（アドバイザー：熊本大学小林特任教授）

土木の将来を担う小中学生を
対象に最先端DX技術体験会
を実施

■情報共有

情報共有システム（KOLG）を

構築し、多くのプロジェクトによ
る運用を実施。

大河津分水路改修事業は『３次元情報活用モデル事業』に指定されており、集中的・継続的に３次元
データを活用することを前提とし、事業プロセスの改善に取り組み、建設生産・管理システム全体の効率化を
目指します。
大河津分水路改修事業における効率的な事業監理を目標に、令和２年度は主に、「３次元データによる
設計・工事発注」、「３次元データを活用した監督検査の合理化」への取り組みを推進。

信濃川河川事務所BIM/CIM勉強会
（令和2年12月2日）

山地部掘削工事における３D契約
図面の事例（３DPDFデータ）

令和の大改修における最先端DX技術体験会の様子
（令和2年12月1日NHK新潟ﾆｭｰｽ610）

ＭＲ技術（ﾎﾛｸﾞﾗﾌｨｯｸ）を活用した
新たな協議形式の試行事例

i-Constructionモデル事務所の取り組み②
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北陸地整のBIM/CIM活用業務の取り組み実績件数は、H30年度：29件、R1年度：42件、R2年
度：70件であるが、地元企業の受注が進んでいない状況である。
今後BIM/CIMの推進を図っていく上で、地元企業の技術力向上も必要と考えている。

※要求事項（リクワイヤメント）設定数がネックの１つと考えられる。

【企業の受注割合】
（H28～R２）

■地元企業の参入拡大へ向けた取り組み
総合評価（簡易（特別）型）での業務発注
簡易（特別）型を活用したBIM/CIM業務の発注の試行。対象業務は、大規模構造物の概略・予備設計

や、小規模構造物においてもBIM/CIM活用が見込める業務。
※簡易（特別）型・・・地元企業の受注機会を創出するため、地域要件を「当該県内に本店を有すること」とした試行業務

要求事項（リクワイヤメント）選択項目の設定について
地元企業の参入拡大及び技術力向上等を促進する目的から、

２項目以内とする試行を実施する。
選択項目の設定は発注者指定とせず、契約後に受発注者間
協議により選択が可能となる配慮を行う。

令和3年6月時点

要求事項（リクワイヤメント）一覧 ※業務毎に選択

BIM/CIM業務への地元企業参入拡大への取り組み（試行）
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【学習目標】（案）
• 国交省が作成したBIM/CIM教育要領（案）等を活用し、人材育成を進める。
• 「入門」では、「3 BIM/CIMの利活用の体系」の学習に向けた事前学習として「2 BIM/CIMの技術的な体系」の概要の理解を目標と

する。
• 「初級」では、「入門」の内容に加え、BIM/CIMに関する基礎的な技術の理解と、『BIM/CIM活用ガイドライン』を理解し、自身が担当

する実務能力の向上を目標とする。
• 「中級」では、3次元CADを利用した操作方法（従来：図面の修正 等）を習得し自身が担当する実務の効率化を目標とする。

●入門・初級（受・発注者共通ルールの理解の促進）
（1） 入門

• 『BIM/CIM活用ガイドライン』に使用している用語を理解できる。
• 建設分野の課題及び、BIM/CIMの意義と自身が担当する実

務との関りが理解できる。
（2） 初級

• BIM/CIMに関する基礎的な技術として、3次元CADの基本的
な操作方法（従来：図面の閲覧 等）を習得する。

• 『BIM/CIM活用ガイドライン』を理解し、自身が担当する実務に
おいてBIM/CIM活用項目を設定（BIM/CIM活用業務・工事
単位）することができる。また、授受する資料等を確認することが
できる。

（3） 初級・中級（発注者側に必要な技術の習得）
• BIM/CIMに関する技術として、3次元CADを利用した操作方

法（従来：図面の修正 等）を習得する。
• 『BIM/CIM活用ガイドライン』に従い、自身が担当する実務を効

率化することができる。

（4） 上級
• BIM/CIMに精通するとともに、関連する複数の実務を含めて効率化することができる。
• BIM/CIMに関する適切な指揮、指導を行うことができる。

国交省で作成した教材などを受発注
者双方の研修で活用

【中級】

【初級】

【入門】

発注者 受注者

受発注者の共有ルールの理解の促進

【上級】

令和３年度

令和３年度

人材育成 『令和3年度受発注者BIM/CIM講習会』（案）
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令和3年度は、「入門」「初級」と「中級」に分けて、BIM/CIMの考え方、目的を理解するための講習会を実施する。

「入門」では、基礎技術として、全ての職員がWEBによる動画を視聴して基礎知識を習得する。

「初級」では、BIM/CIMに関する基礎的な技術として、3次元CADの基本的な操作方法（従来：図面の閲覧 等）を習得する。

「中級」では、調査課・計画課職員を対象に、BIM/CIMに関する技術として、3次元CADを利用した操作方法（従来：図面の修正 等）や設計

業務の確認までを習得する。

１）入門・初級（受・発注者合同） 年１回（WEB）
WEB研修（動画配信）－基礎技術として、全ての職員が動画を視聴して基礎知識を習得する。

１．BIM/CIM概要
２．国土交通省が推進するBIM/CIMとi-Constructionの動向
３．BIM/CIMの事例紹介（測量、設計、施工、検査等）
４．BIM/CIMで利用する技術
５．BIM/CIMで利用するソフトウェア 等

２）初級・中級（発注者側に必要な技術の習得） 年２回（対面）
３次元ＣＡＤの操作方法や設計業務委託の確認を行えるところまでの技術を習得する。

１．設計業務に必要な基準類。マニュアル
２．測地系の理解
３．３次元モデルの確認方法
４．業務開始時の現況地形確認方法
５．業務中の打合せ、成果確認方法（WEB活用も含め）
６．成果品の確認方法
７．詳細設計業務の検査箇所の視点 等

Ｒ１ BIM/CIM講習会の状況

人材育成 『令和3年度受発注者BIM/CIM講習会』（案）
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北陸地方整備局では、全国に先駆け８件程度の工事で試行を検討 ⇒詳細は次頁 46

生産性向上に向けたプレキャストの活用（全国の取組）



生産性向上に向けたプレキャストの活用（北陸の取組）

○ プレキャスト製品の適用拡大を図るため、北陸地整で長年取り組んできたプレキャスト製品適用事例を分析
し、評価指標及び配点案を標準化し、設計時の総合評価手法を全国に先駆けて試験的に運用。

○ 今後、全国的に検討が進められるValue for Money（詳細は次頁）の検討状況も見ながら、北陸地整独自
の試行工事などを通じて効果検証。

評価指標
（効果）

主な評価項目
評価指標の

配点案

①費用比較
（コスト縮減）

1詳細設計費
2建設費

50

②省人化・省力化
（人材不足解消への貢献、働き方改革への寄与）

1熟練工の省人化
2労働力の省人化 等

15

③構造性
（構造の信頼性や品質の確保）

1長期的な耐久性の確保
2施工・品質管理の難易

10

④施工性
（生産性向上）

1供用までの全体工期
2施工のしやすさ 等

10

⑤維持管理
（補修・修繕の頻度の軽減）

1維持管理（補修・修繕） 5

⑦施工への影響
（労働災害抑制への貢献、確実な工事履行）

1施工時の安全性
2荒天時工事不確実度等

5

⑧第三者への影響
（負担軽減）

1地域貢献度
2施工時期の制約 等

5

合 計 100

手順3 評価指標と配点決定

一般的な評価指標に加え
働き方改革に寄与する省人化

など３項目を追加

評価手順を明確化し
使いやすさを重視

チェックリスト等で
現場個別の条件を反映

Ｒ３新規

手順４

プ
レ
キ
ャ
ス
ト
製
品
の
比
較
評
価

手順２

評

価

指

標

と

視

点

を

決

定

手順１

チ

ェ

ッ

ク

リ

ス

ト

も

用

い

た

評

価

項

目

の

選

定
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７月末「北陸地方のプレキャスト

コンクリート製品活用事例」に収録済
北陸地整ホームページ

で公開中



プレキャスト一括採用試行工事

〇地域の労務環境や冬期障害などの制約条件を整理した、「（仮）ＰＣａ全体最適化計画」を作成したうえで、
将来的に事務所単位・事業単位でプレキャスト製品を比較検証することなく適用を目指す。

○令和３年度は、河川・道路あわせて８件程度を新たな評価指標と配点案を用いてプレキャスト製品の適用検
討、試行工事を実施し、将来的な「ＰＣａ一括採用試行工事」に向けた検証を行う。

ＰＣａ一括採用試行工事
○○河川国道事務所

ＰＣａ全体最適化計画

令和●年●月

－目 次－

◇ 本計画の目的

◇ ○○河川国道事務所を取り巻く環境

①施工可能な時期（時間）の制約
②労務者の高齢化と労働者不足
③資機材等の搬入の制約（山間部工事）
④工事事故の多発
⑤開通時期の制約
⑥品質管理、施工管理の制約 。。。

◇ プレキャスト工法とその他工法の比較

◇ ＰＣａ全体最適化計画
○取組方針
○対象工事（地域）
○今後のすすめ方（スケジュール）

◇ 参考資料
①管内のプレキャスト工法施工実績
②検討委員会の開催状況 。。。

「（仮）ＰＣａ全体最適化計画」の

作成イメージ

年度内に河川・道路あわせて８件程度を試行

Ｒ３新規

（仮）ＰＣａ全体最適化

計画の策定・公表

プレキャスト製品への

見直し(修正設計)

試
行
工
事
の
発
注

（砂
防
工
事
な
ど
先
行
）

検
証
と
改
良

適
用
対
象
の
拡
大

※総合評価指標と配点案を考慮

対
象
の
抽
出

（河
川
・道
路
で
８
件
）

反
映
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Ｒ３の取組み



工事の終期は３月末が多く、年度末に土休日施工（所定外労働時間）が増加する傾向。
工事において、当初予算からゼロ（国）債の活用が可能（H29年度～）。
事業内容に応じて、出水期前工期末（繰越）、降雪期前工期末（年内完成）を設定。
設計ストックの業務発注も含め、建設生産システム全体で施工時期の平準化を実現。

前 年 度 当 該 年 度 翌 年 度

下 期 上 期 下 期 上 期

工
事
上
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

河
川
・
道
路

工
事
下
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

河
川
・
道
路

工
事
下
半
期

発
注
パ
タ
ー
ン

砂
防

公

告

契

約

完

成

施工
発注

手続き
公

告

契

約

施工
発注

手続き

公

告

契

約

完

成

施工

発注
手続き

公

告

契

約

施工

発注
手続き

ゼロ（国）債
の活用

ゼロ（国）債
の活用

１１月

５月

施工
完

成

５月

公

告

契

約

完

成

施工

発注
手続き 公

告

契

約

施工

発注
手続き

１２月

施工 完

成

１２月

施工 完

成

１１月
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施工時期の平準化（工事）
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H3
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04

H3
1.

04

R0
2.

04

（件）（百万円）

稼動金額 ※１ 年度内の月平均稼動金額 ４－６月期平均稼動金額

稼動件数 ※２ 年度内の月平均稼動件数 ４－６月期平均稼動件数

※ コリンズに登録された工事実績のうち、発注機関が北陸地方整備局（全ての部局・出先を含む）で2019/04/01～2021/03/31
の間に工期が存在する工事を対象に集計。

H30 H31 R02
件数 0.94 0.83 0.91
金額 0.97 0.81 0.92

4-6月平均／当年度月平均
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【参考】H30.04～R03.03の平準化状況（北陸地整発注工事）



i-Construction推進体制とサポートセンター

地方ブロック i-Construction 地方協議会 サポートセンター

北海道
北海道開発局i-Construction推進本部
ＩＣＴ活用施工連絡会

i-Constructionサポートセンター
（北海道開発局事業振興部 011-709-2311）

東北 東北復興i-Construction連絡調整会議
東北復興プラットフォーム
（東北地方整備局企画部 022-225-2171）

関東 関東地方整備局i-Construction推進本部
ＩＣＴ施工技術の問い合わせ窓口
（関東地方整備局企画部 048-600-3151）

北陸 北陸ＩＣＴ戦略推進委員会
北陸i-Conヘルプセンター
（北陸地方整備局企画部 025-280-8880）

中部 i-Construction中部ブロック推進本部
i-Construction中部サポートセンター
（中部地方整備局企画部 052-953-8127）

近畿 近畿ブロック i-Construction推進連絡調整会議
i-Construction近畿サポートセンター
（近畿地方整備局企画部 06-6942-1141）

中国 中国地方 建設現場の生産性向上研究会
中国地方整備局i-Constructionサポートセンター
（中国地方整備局企画部 082-221-9231）

四国 四国ＩＣＴ施工活用促進部会(仮称）（H29.4予定）
i-Construction四国相談室
（四国地方整備局企画部 087-851-8061）

九州 九州地方整備局 i-Construction推進会議
i-Construction普及・推進相談窓口
（九州地方整備局企画部 092-471-6331）

沖縄 沖縄総合事務局「i-Construction」推進会議
i-Constructionサポートセンター
（沖縄総合事務局開発建設部 098-866-1904）

産学官が連携・情報共有し、各地域において建設現場の生産性向上に取り組むため、i-Construction
地方協議会を構築
i-Constructionへの相談窓口として各地域にサポートセンターを設置
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